
クライアント・クリアリングに係る清算手数料の見直しに伴う 

「金利スワップ取引清算業務に係る手数料に関する規則」の一部改正について 

 

 

Ⅰ．改正趣旨 

金利スワップ取引の清算に係るクライアントのコスト負担を軽減する等の観点から、クライア

ント・クリアリングに係る円貨建清算約定に関する新規債務負担手数料の見直しを行うため、「金

利スワップ取引清算業務に係る手数料に関する規則」について、別紙のとおり所要の改正を行う。 

 

 

Ⅱ．改正概要 

・ 各月のクライアント・クリアリングに係る円貨建清算約定に関

する新規債務負担手数料について、一部値下げを行う。 

 

 

 

（備  考） 

・ 金利スワップ取引清算業

務に係る手数料に関す

る規則第５条の２第２

項第１号 

 

 

 

Ⅲ．施行日 

２０２４年７月１日から施行する。 

 

以   上 



金利スワップ取引清算業務に係る手数料に関する規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（クライアント・クリアリング手数料） 

第５条の２ （略） 

２ 各月のクライアント・クリアリングに係る清算

約定に関する新規債務負担手数料は、次の各号に

掲げる清算約定の区分に応じて、当該各号に定め

る金額とする。 

（１） 円貨建清算約定 当該各月に成立したク

ライアント・クリアリングに係る清算約定に関

して、次のａからｊまでに定める債務負担の申

込みの日における終了日までの期間の区分に応

じて、当該区分に属する清算約定の想定元本の

合計額（以下「円貨建新規取引想定元本合計額」

という。）について、１億円あたり当該区分に定

める値を乗じた金額の合計額 

ａ １年以下 ８０ 

ｂ １年超３年以下 ２００ 

ｃ ３年超５年以下 ３６５ 

ｄ ５年超７年以下 ４９０ 

ｅ ７年超１０年以下 ６５０ 

ｆ １０年超１２年以下 ７３０ 

ｇ～ｊ （略） 

（２） （略） 

３～６ （略） 

 

 

付  則 

この改正規定は、令和６年７月１日から施行し、

この改正規定施行の日前に成立したクライアント・

クリアリングに係る清算約定に関する新規債務負担

手数料については、なお従前の例による。 

 

（クライアント・クリアリング手数料） 

第５条の２ （略） 

２ 各月のクライアント・クリアリングに係る清算

約定に関する新規債務負担手数料は、次の各号に

掲げる清算約定の区分に応じて、当該各号に定め

る金額とする。 

（１） 円貨建清算約定 当該各月に成立したク

ライアント・クリアリングに係る清算約定に関

して、次のａからｊまでに定める債務負担の申

込みの日における終了日までの期間の区分に応

じて、当該区分に属する清算約定の想定元本の

合計額（以下「円貨建新規取引想定元本合計額」

という。）について、１億円あたり当該区分に定

める値を乗じた金額の合計額 

ａ １年以下 ９０ 

ｂ １年超３年以下 ２２５ 

ｃ ３年超５年以下 ４０５ 

ｄ ５年超７年以下 ５４０ 

ｅ ７年超１０年以下 ７２０ 

ｆ １０年超１２年以下 ７６５ 

ｇ～ｊ （略） 

（２） （略） 

３～６ （略） 

 

 

 

別紙 


